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地方独立行政法人化！ 

もっとよりそう都立病院へ 

 慶応大学の濱岡教授が地道府県のコロナ対策をランキングし

ました。ワーストは大阪、次いで東京都でした。4月24日から5

月24日までの約1ヶ月間、大阪では24,543人がコロナに感染し

839人が亡くなりました。東京は23,463人が感染し119人が亡く

なりました。大阪の死亡率は3.42%、東京は0.51％です。変異株

の影響があるとはいえ、大阪は東京の実に7倍近い死亡率です。

この間の鳥取、島根の死者数はゼロでした。 

大阪の二の舞はゴメン！ 
都道府県のコロナ対応ワーストは、 

ツイッターデモで世論に訴え独法化を止めよう  

   病院現場はもう限界！ 

#都立公社病院の独法化ではなくコロナ医療の充実をもとめます 

                                                       IOCのバッハ会長が、「我々

はいくつかの犠牲を払わなけれ

ばならない」と発言し怒りが広

がっています。感染が下げ止ま

らないなか、五輪は「一大感染

イベント」になりかねません。

私たち医療現場に余裕はありま

せん。コロナ病棟スタッフだけ

でなく、病床確保のために度重

なる病棟編成や異動、不慣れな

疾患に対応してきた一般病棟の

スタッフからも、「地獄のよう

な忙しさ、もう限界」「あまり

に職員が粗末に扱われ、涙が出る」という悲鳴が上がっています。五輪開催により大会関係者が優先され

一般患者が締め出され、救える命も救えなくなる可能性もあります。 

 今、小池知事がやるべきは五輪を中止し、コロナ対策に専念することです。それにもかかわらず、小池

知事は２２年度からの都立・公社病院の独法化を強行しようとしています。しかし都議会はまだ独法化条

例を決められないでいます。独法化は決定していないのです。６月の都議選挙で、独法化反対の立場の議

員を増やすことが、独法化ストップさせる大きなチャンスです。 

 都立・公社病院で働く労働者の発信は、世論に大きなインパクトを与えます。6月1日におこなう「#都

立公社病院の独法化ではなくコロナ医療の充実をもとめます」のツイッターデモに参加して、私たちの意

思を示しましょう。独法化は医療崩壊への一本道です。 

1位大阪、2位東京 上位は鳥取、島根 

 6月1日(火)19時からのツイッターデモ。

参加したいけれどツイッターできない、な

んていう人はFAXやメモで支部にメッセー

ジを寄せてください。支部の公式アカウン

トで、プライバシーを守ったうえでツイー

トします。 

独法化の問題点を都民に発信しよう 


